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第６章 解体等工事の周辺への周知 

1. 概要 

2. 掲示の義務等 

3. 掲示の例 

4. 掲示に関する根拠法令等（参考） 

大気汚染防止法関係 

石綿障害予防規則の事前調査結果の掲示に係る規定 

関係通知 

 

1. 概要 

解体等工事の発注者、自主施工者及び施工者等は、被災地での解体等工事であることを考

慮し、解体等工事に先立ち法令等に定められた掲示を実施するとともに、周辺住民の不安を

解消するため、情報の開示等について、平常時以上の配慮に努めること。 

 

 

2. 掲示の義務等 

【実施事項】 

解体等作業の実施に当たっての掲示は、平常時においても実施されているところである

が、災害時においては、より分かりやすい場所へ確実な設置を行うこと。 

【解説】 

大気汚染防止法第 18 条の 17 第４項では、解体等事前調査の結果について、調査を行っ

た者は、解体等工事の場所において公衆に見やすいように掲示しなければならないと規定

されており、同法施行規則第 16 条の９及び第 16条の 10 には掲示の方法及び事項が定めら

れている。 

また、特定粉じん排出等作業に該当する場合には、大気汚染防止法施行規則第 16 条の４

に基づいて、必要事項を表示した掲示板の設置が必要となる。 

 石綿障害予防規則においても、調査結果の掲示の義務が規定されている他、厚生労働省か

ら関係業界団体等に対し、石綿ばく露防止対策等の実施内容の掲示について通知が行われ

ている。 

 上記の通知に基づく掲示板に大気汚染防止法施行規則に規定する掲示事項を追記する形

で記載することが一般的である。掲示の例を、『３. 掲示の例』に示す。 

 根拠となる大気汚染防止法、大気汚染防止法施行規則、石綿障害予防規則及び通知の抜

粋を『４.掲示に関する根拠法令等（参考）』に示した。 

 また、平常時の対応を想定したものであるが、「解体等工事における石綿飛散防止対策

に係るリスクコミュニケーションガイドライン」（平成 29 年３月 環境省）も適宜参照す
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る。特に、災害発生後に大規模な解体等を行う場合は、通常の掲示に加え、避難所やコミ

ュニティセンター等での解体等事前調査結果の掲示も有効と考えられる。 

 

 

3. 掲示の例 

（1）特定建築材料（レベル１、２）使用、レベル３使用なしの場合 

 

出典：石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル［2.10 版］平成 29 年３月 厚生労働省付録Ⅵ． 

          日本建設業連合会モデル様式に同マニュアル改訂に係る検討会が加筆したもの 

  



第６章 解体等工事の周辺への周知 

 

73 

（2）特定建築材料不使用＋レベル３使用（上段：条例なし、下段：条例あり） 

 

出典：石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル［2.10 版］平成 29 年３月 厚生労働省付録Ⅵ． 

          日本建設業連合会モデル様式に同マニュアル改訂に係る検討会が加筆したもの 
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（3）石綿不使用 

 

出典：石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル［2.10 版］平成 29 年３月厚生労働省 付録Ⅵ． 

          日本建設業連合会モデル様式に同マニュアル改訂に係る検討会が加筆したもの 
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4. 掲示に関する根拠法令等（参考） 

4.1 大気汚染防止法関係 

  

大気汚染防止法（抜粋） 

（解体等工事に係る調査及び説明等）  

第十八条の十七 

４ 第一項及び前項の規定による調査を行つた者は、当該調査に係る解体等工事を施工する

ときは、環境省令で定めるところにより、当該調査の結果その他環境省令で定める事項を、

当該解体等工事の場所において公衆に見やすいように掲示しなければならない。 

 

大気汚染防止法施行規則（抜粋） 

（作業基準）  

第十六条の四 

石綿に係る法第十八条の十四 の作業基準は、次のとおりとする。  

一 特定粉じん排出等作業を行う場合は、見やすい箇所に次に掲げる事項を表示した掲示

板を設けること。 

イ 法第十八条の十五第一項 又は第二項 の届出年月日及び届出先、届出者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

ロ 特定工事を施工する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の

氏名 

ハ 特定粉じん排出等作業の実施の期間 

ニ 特定粉じん排出等作業の方法 

ホ 特定工事を施工する者の現場責任者の氏名及び連絡場所 

二 （省略） 

（解体等工事に係る掲示の方法）  

第十六条の九 

法第十八条の十七第四項 の規定による掲示は、掲示板を設けることにより行うものとす

る。  

（解体等工事に係る掲示の事項）  

第十六条の十 

法第十八条の十七第四項 の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。  

一 法第十八条の十七第一項 又は第三項 の規定による調査を行つた者の氏名又は名称

及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 調査を終了した年月日  

三 調査の方法  

四 解体等工事が特定工事に該当する場合は、特定粉じん排出等作業の対象となる建築物

等の部分における特定建築材料の種類 



第６章 解体等工事の周辺への周知 

 

76 

 

大気汚染防止法の一部を改正する法律の施行等について（抜粋） 

環水大大発第 1405294 号 平成 26年 5月 29 日 

第 3 解体等工事に係る調査及び説明等 

5 解体等工事に係る掲示 

新法第 18 条の 17 第 1項及び第 3項の規定による特定工事に該当するか否かの調査を行

った者は、当該調査に係る解体等工事を施工するときは、掲示板を設けることにより、調査

の結果、調査を行った者の氏名又は名称及び住所（法人の場合は、その代表者の氏名も加え

る。）、調査を終了した年月日、調査の方法並びに解体等工事が特定工事に該当する場合は、

特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分における特定建築材料の種類を、当該解

体等工事の場所において公衆に見やすいように掲示しなければならないこととした。（新法

第 18 条の 17 第 4項、新省令第 16 条の 9及び第 16 条の 10） 

なお、「調査の結果」とは、特定工事に該当するか否かの調査の結果をいい、「調査の方法」

とは、分析による調査、目視、設計図書等により調査することをいう。また、当該掲示につ

いては、具体的な様式を定めておらず、他法令等に基づく掲示に追記する形式で表示しても

差し支えない。また、他法令等に基づく掲示の内容と重複する事項を重複して表示する必要

はない。 

 

4.2 石綿障害予防規則の事前調査結果の掲示に係る規定 

 

 石綿障害予防規則（抜粋） 

（事前調査）  

第三条  事業者は、次に掲げる作業を行うときは、石綿等による労働者の健康障害を防

止するため、あらかじめ、当該建築物、工作物又は船舶（鋼製の船舶に限る。以下同じ。）

について、石綿等の使用の有無を目視、設計図書等により調査し、その結果を記録してお

かなければならない。  

一   建築物、工作物又は船舶の解体、破砕等の作業（石綿等の除去の作業を含む。以下

「解体等の作業」という。）  

二   第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業  

（中略） 

３  事業者は、第一項各号に掲げる作業を行う作業場には、次の事項を、作業に従事する

労働者が見やすい箇所に掲示しなければならない。  

一   第一項の調査（前項の調査を行った場合にあっては、前二項の調査。次号において

同じ。）を終了した年月日  

二   第一項の調査の方法及び結果の概要  
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4.3 関連通知 

  

 
※別紙（略） 


